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１．事業概要
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④ 組　織

（２）

（３） 経営比較分析表等を活用した現状分析

＜水道料金表＞

出雲崎町簡易水道事業経営戦略

料 金 改 定 年 月 日
（消費税のみの改定は含ず）

施 設 利 用 率 57

施 設 数

策 定 日 ：

年度

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    （複数選択可）

浄水場設置数

配水池設置数

9

料 金 体 系 の
概 要 ・ 考 え 方

施 設 能 力

・水道料金 ： 用途区分により基本料金（10ｍ3まで）　1,980円～2,200円
                   超過料金（10ｍ3を超えるもの1ｍ3につき）　165円～275円
・メーター使用料金 ： 使用口径別に77円～2,057円

＜メーター使用料金＞

～

管 路 延 長

0.34

供 用 開 始 年 月 日 昭 和 38 年 10 月 1 日

水 源

事業の現況

　　出雲崎町

　　簡易水道事業

計 画 期 間 ：

72

千ｍ4

有 収 水 量 密 度

団 体 名 ：

事 業 名 ：

１，９８０円

２，２００円

２４２円

３３０円

７７円

１か月につき

一般用

営業用

超過料金
（１㎥につき）

１０㎥

１０㎥

１７６円

２３１円

２３１円

２６４円

２７５円

１，９８０円

１，９８０円

区分 基本水量
基本料金

（１か月につき）

１６５円

１３２円

１０㎥ １，９８０円 １６５円 ７３７円

２，０５７円

１０㎥

１０㎥

１０㎥

１，９８０円官公署・学校用

臨海学校用

臨時用

プール用

※直近の経営比較分析表（「（公営企業に係る「経営比較分析表」の策定及び公表について）（公営企業三課室長通知）」による経営比較分析表）を添付すること。

計 画 給 水 人 口 4,760

現 在 給 水 人 口 4,291法 適 （ 全 部 ・ 財 務 ）
・ 非 適 の 区 分

令和6年4月1日（財務）適用予定

㎥／日

　建設課上下水道係は令和２年度現在４人で、業務は簡易水道事業、下水道事業、農業集落排水事業、特定地域生活排水処理事業、その他
一般会計事務を兼務している。職員構成としては係長1名、主任１名、主事２名が在籍し、職員給与の予算措置については、簡易水道事業特別
会計に１人、下水道事業特別会計に１人、農業集落排水事業特別会計に1人、一般会計に１名を計上している状況である。

これまでの主な経営健全化の取組

・簡易水道統合事業により、平成２５年度に第１簡易水道事業と第２簡易水道事業を統合した。
・水質検査業務や浄水設備等の一部保守業務を民間企業や他事業体に外部委託し、運転管理業務や料金徴収事務等は直営対応とすること
で経費の抑制に努めています。

　別紙、経営比較分析表（平成３０年度決算）のとおり。

平 成 12 年 4 月 1 日

2780

表流水 , ダム , 伏流水 , 地下水 , 受水 , その他



２．将来の事業環境

（１）

年度 R1末（実績） R２末 R３末 R４末 R５末 R６末 R７末 R８末 R９末 R１０末 R１１末

給水人口
予測

4,291 4,228 4,171 4,114 4,058 4,004 3,949 3,903 3,857 3,812 3,767
(単位:人）

（２）

年度 R1（実績） R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

有収水量
予測

448,841 442,455 436,159 429,954 423,836 417,806 411,861 406,001 400,224 394,530 388,917
(単位:㎥）

（３）

年度 R1（実績） R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 R11

料金収入
予測

99,828 98,408 97,007 95,627 94,267 92,925 91,603 90,300 89,015 87,749 86,500
(単位:千円)

（４）

３．経営の基本方針

　出雲崎町には令和元年度末に４，３１５人が居住しており、そのうち未給水人口を除く給水人口が４，２９１人となります。当町では少子高齢化
や若者の町外への流出により、年間１００人ペースで人口が減少しており、特に海岸地区の人口減少が顕著であります。現在、「第２期出雲崎町
まち・ひと・しごと創生総合戦略」において、若者世代の転出抑制や出生率の上昇につながる若者・子育て世代の呼び込み等による人口増加施
策を重点的に取組んでおりますが、今後も同様の傾向が継続すると予想され、給水人口についても減少が見込まれます。

　有収水量は平成１２年度までには６０万㎥を超えていましたが、少子高齢化による人口減少や節水志向の影響により減少が続いており、令和
元年度には約４５万㎥となりました。今後も大規模な事業所等の進出見込みがないことから、同様の傾向が続くと予想され水需要も減少が続くと
見込まれます。

　料金収入の全用途区分における約80％が一般用であることや、大規模な事業所等の進出見込みがないことから、今後も給水人口や水需要の
減少により、料金収入も比例して減少すると見込まれます。

※有収水量予測は、平成９年度末から令和元年度末までの平均減少率と、給水人口予測を基に算出しております。

※料金収入予測は、給水人口予測と有収水量予測に基づき算出しています。当町の料金は県内他事業体と比較して高水準で
あることから、さらなる料金改定は町民の理解が得られにくいと考えられ、本計画内の令和11年度末まで据置と計画し、料金収
入予測上考慮しておりません。

　上下水道係の 組織体制は令和元年度まで３人でしたが、令和６年度に地方公営企業法適用を予定していることから、法適用化をスムーズに
進めるために令和２年度から一般会計事務を兼務する職員が１人増員となりました。法適用化後も事務量の増加が予想され、今後も現在の４人
での組織体制が継続すると見込まれます。

水需要の予測

組織の見通し

※給水人口予測は、「第２期出雲崎町まち・ひと・しごと創生総合戦略」の施策による人口の将来展望の減少率と、未給水世帯
等を勘案し算出しております。

料金収入の見通し

　少子高齢化や若者の町外転出による給水人口の減少、老朽施設の更新費用の増加、水源の取水量低下や水質の硬度対策など様々な経営
課題に直面しております。特に今後は計画的な施設更新費用が必要となり、安定的な財源確保のため現行料金水準の適正化を検討する必要
があります。
　また、現在参加する新潟県主催の「新潟県における水道事業の基盤強化検討会」の動向を注視しながら、ソフト面のみならずハード面の広域
化の検討も行ってまいります。

給水人口の予測



４．投資・財政計画（収支計画）

（１）

③　収支計画のうち投資以外の経費についての説明

投資・財政計画（収支計画）　：　 別　紙　の　と　お　り

目 標 　収入額に応じた投資額に抑制しつつ、将来を見据えた計画的な投資を行ってまいります。

目 標 　安定した水道事業運営のために適切な財源の確保に努めます。

②　収支計画のうち財源についての説明

・配水池や浄水場等の基幹的施設の更新事業完了後は、災害に強い耐震管への布設替えを中心とした老朽管更新事業を行ってまい
ります。老朽管更新事業については、建設課が実施する道路改良工事と時期を合わせる等、可能な限り更新費用の抑制に努め、今
後の料金収入等を勘案しながら過度な投資額とならないよう計画的に進めてまいります。また、令和５年までに地方公営企業法適
用の為の投資を行います。

【予定している主な事業】

・常楽寺配水池管路更新事業
・黒崎浄水場更新事業
・川西地区配水連絡管布設事業
・地方公営企業法適用事業

・料金収入に関する事項
　料金収入の全用途区分における約80％が一般用であることや、大規模な事業所等の進出見込みがないことから、今後も給水人口
や水需要の減少により、料金収入も比例して減少すると見込まれます。そのため、今後の安定的な財源確保のため料金水準見直し
の検討が将来的に必要となりますが、現時点において料金が県内他事業体と比較して高水準であり、さらなる料金改定については
町民の理解が得られにくいと考えられ、本計画内の令和11年度末まで据置と計画しております。

・企業債に関する事項
　収入額に応じた投資額とすることで過度な発行を控え、将来の支払い負担の軽減に努めます。また、発行にあたっては交付税措
置の有利な過疎対策事業債を活用し財源を確保します。

・繰入金に関する事項
　現在は企業債の元利償還金に対する繰入金として毎年定額の8,000千円を繰入しております。今後は、地方公営企業繰り出し基
準内での増額を財政部局と交渉します。

・国庫補助に関する事業
　水道施設への投資にあたっては、簡易水道等施設整備費国庫補助金を最大限活用するように努めます。

（２）投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明

①　収支計画のうち投資についての説明

・委託料に関する事項
　現在、水質検査、検針、施設維持管理等の一部について外部委託を行っております。当面、拡大を予定していないことから一定
としています。

・修繕費に関する事項
　施設の老朽化に伴い修繕費は増加傾向にあります。今後は計画的な施設・管路更新により削減に努めることとし現在と同程度の
修繕料が続くとしています。

・動力費に関する事項
　現在、井戸水源１６箇所と浄水場施設９か所により運転しており、経費の中での動力費の割合が高い状態です。近年は井戸取水
量低下によりポンプ運転時間が長く増加傾向にあります。今後は、井戸水源の回復や省力化タイプのポンプの更新等で削減を行っ
てまりますが、電気料金が上昇傾向であるため一定としています。

・職員給与費に関する事項
　係長級１名分の職員給与を計上しております。



（３）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要

①　投資の合理化、費用の見直しについての検討状況等

②　財源についての検討状況等

５．経営戦略の事後検証、改定等に関する事項

旧施設や、廃止予定の施設については払下げ等の有効活用を検討します。

企 業 債

PDCAサイクルの事業評価を毎年度実施し、令和６年度の地方公営企業法適用後に改めて本経営戦
略の更新を行います。

施 設 ・ 設 備 の 廃 止 ・ 統 合
（ ダ ウ ン サ イ ジ ン グ ）

給水人口の減少により水需要も減少していることから、老朽化した施設・設備を廃止し、効
率的な運用を検討します。

施 設 ・ 設 備 の 合 理 化
（ ス ペ ッ ク ダ ウ ン ）

水質（硬度）対策の一連の対応の中で、水源や浄水施設の合理化に努めます。

料 金

経 営 戦 略 の 事 後 検 証 、
改 定 等 に 関 す る 事 項

資産の有効活用等（*2）による
収 入 増 加 の 取 組

そ の 他 の 取 組 投資については出雲崎町の将来の動向や費用対効果を勘案して抑制に努めます。

施設・設備の更新にあたっては、補助金等の他、交付税措置の有利な起債発行により財源の
確保に努めます。

一般会計からの繰入金については、地方公営企業の繰り出し基準内になるように努めます。

事業の広域化については地形的に隣接している長岡市や柏崎市の２市が考えられます。しか
しながら現時点では未検討であり、今後現在参加している広域化検討会の動向を注視してま
いります。

広 域 化

料金収入は給水人口や水需要の減少から今後も減収が見込まれます。今後の安定的な財源確
保のため料金水準見直しの検討が将来的に必要となりますが、現時点において料金が県内他
事業体と比較して高水準であり、さらなる料金改定については町民の理解が得られにくいと
考えられます。

民間の資金・ノウハウ等の活用
（ PPP/PFI 等 の 導 入 等 ）

ア セ ッ ト マ ネ ジ メ ン ト の 充 実
（ 施 設 ・ 設 備 の 長 寿 命 化 等
に よ る 投 資 の 平 準 化 ）

そ の 他 の 取 組

繰 入 金

※　投資・財政計画（収支計画）に反映することができなかった検討中の取組や今後検討予定の取組について、その内容等を記載すること。
　　 また、（１）において、純損益（法適用）又は実質収支（法非適用）が計画期間内の最終年度で黒字とならず、赤字が発生している場合には、赤字の解消に向け
　 た取組の方向性、検討体制・スケジュール等について記載する必要があること。

近隣市町村の取り組み状況を参考にして活用の検討をします。

現時点において実施しておりません。



グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成30年度全国平均

経営比較分析表（平成30年度決算）
新潟県　出雲崎町

業務名 業種名 事業名 類似団体区分 管理者の情報 人口（人） 面積(km
2
) 人口密度(人/km

2
)

44.38 99.19 ■

資金不足比率(％) 自己資本構成比率(％) 普及率(％) 1か月20ｍ
3
当たり家庭料金(円) 現在給水人口(人) 給水区域面積(km

2
) 給水人口密度(人/km

2
)

法非適用 水道事業 簡易水道事業 D3 非設置 4,402

－

- 該当数値なし 99.45 3,747 4,340 44.38 97.79 【】

全体総括

 経営の健全性・効率性は類似団体と比較し良好で
あるといえますが、施設・管路の老朽化が大きな課
題です。今後も財源確保及び長期的な視点による更
新作業に努めます。

分析欄

1. 経営の健全性・効率性 1. 経営の健全性・効率性について

 ①収益的収支比率は運営に係る維持管理費と起債
償還が料金収入と繰入金で賄えているかの指標で
す。本比率は100％を超えており、支出に対して十
分な収入が確保されていることを示しています。

 ④企業債残高対給水収益比率は料金収入に対する
起債残高の割合です。本比率は類似団体に比べ低い
水準を維持しています。近年は老朽管更新事業によ
る起債と、給水需要減による料金収入の低下により
若干の増加傾向にあります。

 ⑤料金回収率は給水に係る費用が料金収入で賄え
ているかを示す指標です。本指標は100％を超えて
おり、十分な料金収入があることを示しています。

 ⑥給水原価は給水１ｍ3あたりにかかる費用を示し
ています。類似団体に比べ原価は低く、効率的な給
水であるといえます。

 ⑦施設利用率は配水能力に対する平均配水量の割
合です。本指標は類似団体と同水準であり、お盆時
期には80％程まで上昇することを考慮すると、適正
な規模で管理されているといえます。

 ⑧有収率は施設稼働が収益につながっているかを
判断する指標です。本指標は類似団体と同水準では
ありますが、老朽管の漏水による配水効率及び収益
性の悪化が懸念されます。今後も継続して老朽管更
新に努めます。

2. 老朽化の状況について

 老朽管は町内に多数存在し、漏水の進行が懸念さ
れます。そのため有収率の向上と安定的な供給のた
め、今後も継続的な管路の更新が必要となります。

2. 老朽化の状況
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0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値

平均値

0.00

0.10

0.20

0.30

0.40

0.50

0.60

0.70

0.80

0.90

1.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値

平均値

0.00

200.00

400.00

600.00

800.00

1,000.00

1,200.00

1,400.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 426.54 436.32 455.96 457.01 476.71

平均値 1,125.69 1,134.67 1,144.79 1,061.58 1,007.70

0.00

20.00

40.00

60.00

80.00

100.00

120.00

140.00

160.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 135.13 136.23 143.34 137.74 118.89

平均値 46.48 40.60 56.04 58.52 59.22

0.00

50.00

100.00

150.00

200.00

250.00

300.00

350.00

400.00

450.00

500.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 162.13 160.00 153.43 157.72 186.36

平均値 376.61 440.03 304.35 296.30 292.90

50.00

52.00

54.00

56.00

58.00

60.00

62.00

64.00

66.00

68.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 64.88 66.63 59.67 63.41 59.05

平均値 57.43 57.29 55.90 57.30 56.76

64.00

66.00

68.00

70.00

72.00

74.00

76.00

78.00

H26 H27 H28 H29 H30

当該値 71.85 69.20 75.62 72.47 74.74

平均値 73.83 73.69 73.28 72.42 73.07

②累積欠損金比率(％) ③流動比率(％) ④企業債残高対給水収益比率(％)

⑤料金回収率(％) ⑥給水原価(円) ⑦施設利用率(％) ⑧有収率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②管路経年化率(％) ③管路更新率(％)

【75.60】 【1,074.14】

【73.77】【55.95】【296.40】【54.36】

【0.54】

該当数値なし 該当数値なし

該当数値なし 該当数値なし



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度

区 分

1 (A) 111,248 110,776 108,081 106,007 104,627 103,267 101,925 100,603 99,300 98,015 96,749 95,500

（１） (B) 100,485 101,451 99,497 98,007 96,627 95,267 93,925 92,603 91,300 90,015 88,749 87,500

ア 99,218 99,828 98,408 97,007 95,627 94,267 92,925 91,603 90,300 89,015 87,749 86,500

イ (C)

ウ 1,267 1,623 1,089 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

（２） 10,763 9,325 8,584 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000 8,000

ア 7,623 6,394 5,600 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000 5,000

イ 3,140 2,931 2,984 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

２ (D) 60,118 58,379 58,409 57,500 57,500 57,500 57,500 57,500 57,500 57,500 57,500 57,500

（１） 52,511 52,435 51,841 51,200 51,300 51,400 51,500 51,600 51,700 51,800 51,900 52,000

ア 7,718 7,890 8,155 8,200 8,300 8,400 8,500 8,600 8,700 8,800 8,900 9,000

780 765 778 790 800 810 820 830 840 850 860 870

イ 44,793 44,545 43,686 43,000 43,000 43,000 43,000 43,000 43,000 43,000 43,000 43,000

（２） 7,607 5,944 6,568 6,300 6,200 6,100 6,000 5,900 5,800 5,700 5,600 5,500

ア 6,289 5,880 5,553 5,300 5,200 5,100 5,000 4,900 4,800 4,700 4,600 4,500

イ 1,318 64 1,015 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

３ (E) 51,130 52,397 49,672 48,507 47,127 45,767 44,425 43,103 41,800 40,515 39,249 38,000

1 (F) 54,624 75,110 81,023 73,000 73,000 73,000 63,000 63,000 63,000 63,000 63,000 63,000

（１） 33,400 39,400 49,600 50,000 50,000 50,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000 40,000

（２） 5,432 5,967 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000

（３）

（４）

（５） 12,000 13,333 6,666 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000 15,000

（６） 3,792 5,605 11,128 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

（７） 10,805 7,629

２ (G) 99,049 123,771 138,568 119,000 119,000 119,000 104,000 104,000 104,000 104,000 104,000 104,000

（１） 68,369 90,444 104,100 80,000 80,000 80,000 65,000 65,000 65,000 65,000 65,000 65,000

（２） (H) 23,336 29,297 33,468 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000 35,000

（３）

（４）

（５） 7,344 4,030 1,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000 4,000

３ (I) △ 44,425 △ 48,661 △ 57,545 △ 46,000 △ 46,000 △ 46,000 △ 41,000 △ 41,000 △ 41,000 △ 41,000 △ 41,000 △ 41,000

そ の 他

資
本
的
支
出

資 本 的 支 出

建 設 改 良 費

う ち 職 員 給 与 費

地 方 債 償 還 金

他 会 計 長 期 借 入 金 返 還 金

他 会 計 へ の 繰 出 金

そ の 他

令和元年度
(決算)

資
　
本
　
的
　
収
　
支

資
本
的
収
入

資 本 的 収 入

地 方 債

う ち 資 本 費 平 準 化 債

他 会 計 補 助 金

他 会 計 借 入 金

固 定 資 産 売 却 代 金

国 （ 都 道 府 県 ） 補 助 金

工 事 負 担 金

収 支 差 引 (F)-(G)

う ち 一 時 借 入 金 利 息

そ の 他

収 支 差 引 (A)-(D)

そ の 他

営 業 外 収 益

他 会 計 繰 入 金

そ の 他

平成３０年度
(決算)

令和１１年度

収
　
益
　
的
　
収
　
支

収
益
的
収
入

総 収 益

営 業 収 益

料 金 収 入

受 託 工 事 収 益

令和２年度
(決算見込)

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

収
益
的
支
出

総 費 用

営 業 費 用

職 員 給 与 費

う ち 退 職 手 当

そ の 他

令和８年度 令和９年度 令和１０年度

営 業 外 費 用

支 払 利 息



様式第2号（法非適用企業） 投資・財政計画
（収支計画）

（単位：千円，％）
年　　　　　　度

区 分
令和元年度

(決算)
平成３０年度

(決算)
令和１１年度

令和２年度
(決算見込)

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度

(J) 6,705 3,736 △ 7,873 2,507 1,127 △ 233 3,425 2,103 800 △ 485 △ 1,751 △ 3,000

(K) 8,155 43 43 40 40 40 40 40 40 40 40 40

(L) 7,992 6,542 10,235 2,319 4,786 5,873 5,600 8,985 11,048 11,808 11,283 9,492

(M)

(N) 6,542 10,235 2,319 4,786 5,873 5,600 8,985 11,048 11,808 11,283 9,492 6,452

(O) 3,873

(P) 6,542 6,362 2,319 4,786 5,873 5,600 8,985 11,048 11,808 11,283 9,492 6,452

(Q)
(Q)

(B)-(C)
(A)

(D)+(H)

(S) 100,485 101,451 99,497 98,007 96,627 95,267 93,925 92,603 91,300 90,015 88,749 87,500

（T)

(U)

(V)

(W)

(X) 472,986 483,089 499,221 514,221 529,221 544,221 549,221 554,221 559,221 564,221 569,221 574,221

○他会計繰入金 （単位：千円）

年　　　　　度

区 分

7,623 6,394 5,600 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500 5,500

3,000 2,828 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000 2,000

4,623 3,566 3,600 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500 3,500

5,432 5,967 5,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000

5,000 5,000 5,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000 6,000

432 967
13,055 12,361 10,600 11,500 11,500 11,500 11,500 11,500 11,500 11,500 11,500 11,500

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金

資 本 的 収 支 分

う ち 基 準 内 繰 入 金

う ち 基 準 外 繰 入 金
合 計

令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和１０年度 令和１１年度

収 益 的 収 支 分

地 方 債 残 高

令和２年度
(決算見込)

令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度
平成３０年度

(決算)
令和元年度

(決算)

健全化法施行令第16条により算定した
資 金 の 不 足 額
健全化法施行規則第６条に規定する
解 消 可 能 資 金 不 足 額
健全化法施行令第17条により算定した
事 業 の 規 模
健全化法第22条により算定した
資 金 不 足 比 率

(（T）/（V）×100)

他 会 計 借 入 金 残 高

営 業 収 益 － 受 託 工 事 収 益 (B)-(C)
地 方 財 政 法 に よ る
資 金 不 足 の 比 率

((R)/(S)×100)

地方財政法施行令第16条第１項により算定した
資 金 の 不 足 額

(R)

収 益 的 収 支 比 率 （ ×100 ）

赤 字 比 率 （ ×100 ）

前 年 度 繰 上 充 用 金

形 式 収 支 (J)-(K)+(L)-(M)

翌 年 度 へ 繰 り 越 す べ き 財 源

実 質 収 支 黒 字

(N)-(O) 赤 字

収 支 再 差 引 (E)+(I)

積 立 金

前年度からの繰越金


